
総 務 第 1 8 7 号 

令和３年12月２日 

 

久慈市議会議長 畑 中 勇 吉 様 

 

久慈市長 遠 藤 譲 一 

 

 

議案の送付について 

第22回久慈市議会定例会議に提出する次の議案を別添のとおり送付します。 

記 

議案第１号 令和３年度久慈市一般会計補正予算（第７号） 総 務 部 

議案第２号 令和３年度久慈市下水道事業会計補正予算（第２号） 上 下 水 道 部 

議案第３号 国民健康保険条例の一部を改正する条例 生 活 福 祉 部 

議案第４号 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特

定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

生 活 福 祉 部 

議案第５号 上下水道事業経営審議会条例 上 下 水 道 部 

議案第６号 指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 産 業 経 済 部 

議案第７号 指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 産 業 経 済 部 

議案第８号 指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 山形総合支所 

 





















































議案第３号 

国民健康保険条例の一部を改正する条例 

国民健康保険条例（平成18年久慈市条例第83号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「40万４千円」を「40万８千円」に、「１万６千円」を「１万２千

円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る国民健康保険条例第３条の規定

による出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一 

提案理由 

健康保険法施行令の一部改正に伴い、出産育児一時金の額を改めようとするもので

ある。 



議案第４号 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支

援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準を定める条例（平成26年久慈市条例第18号）の一部を次のように

改正する。 

目次中「第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第53条―第 

61条） 」 を 
「 第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第53条― 

第３章 雑則（第62条） 
 

第61条） 

 」 
に改める。 

  

第５条第２項から第６項までを削る。 

第38条第２項を削る。 

第42条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加える。 

本則に次の１章を加える。 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第62条 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者又は特定子ども・子育て支援提

供者（以下この条において「特定子ども・子育て支援提供者等」という。）は、記

録、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面等

（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書面

等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）により行う

ことができる。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者等は、この条例の規定による書面等の交付又は提

出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面

等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保



護者又は施設等利用給付認定保護者（以下この条において「教育・保育給付認定保

護者等」という。）の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定子ども・子育て支援提供者

等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同

じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。

この場合において、当該特定子ども・子育て支援提供者等は、当該書面等を交付又

は提出したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

  ア 特定子ども・子育て支援提供者等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付

認定保護者等の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信

し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  イ 特定子ども・子育て支援提供者等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者

等の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者等の使用に係る電子計算機に備え

られた当該教育・保育給付認定保護者等のファイルに当該記載事項を記録する

方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場

合にあっては、特定子ども・子育て支援提供者等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記載する方法） 

 (2) 磁気ディスク、シィー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記載しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事項

を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者等がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定子ども・子育て支援提供者等は、第２項の規定により記載事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者等

に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的

方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に掲げる方法のうち特定子ども・子育て支援提供者等が使用するも



の 

 (2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定子ども・子育て支援提供者等は、当該教育・保

育給付認定保護者等から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者等に対し、第２項に

規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該教

育・保育給付認定保護者等が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りで

ない。 

６ 第２項から第５項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得

について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあり、

及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）」と

あるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準用す

る第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付又は提出した」

とあるのは「書面等による同意を得た」と、「記載事項を」とあるのは「同意に関

する事項を」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けない」と

あるのは「行わない」と、「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中「前項各

号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、第４項中「第２項の」と

あるのは「第６項において準用する第２項の」と、「記載事項を提供しよう」とあ

るのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようと

する」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項において準用する第２

項各号」と、第５項中「前項」とあるのは「第６項において準用する前項」と、

「提供を受けない」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事

項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」と読み替

えるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一 

提案理由 

国の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施



設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、電磁的記録等について定めようとするも

のである。 



議案第５号 

上下水道事業経営審議会条例 

（設置） 

第１条 水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）を適正かつ効率

的に経営するため、市長の諮問機関として、久慈市上下水道事業経営審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、上下水道事業の経営に関する重要な事項を調査審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員10人以内をもって組織し、委員は、水道使用者、下水道使用

者及び識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、市長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、上下水道部において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、令和４年５月１日から施行する。 

（下水道受益者負担金及び使用料審議会条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 下水道受益者負担金及び使用料審議会条例（平成18年久慈市条例第157号） 

(2) 水道事業審議会条例（平成18年久慈市条例第179号） 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一  

提案理由 

水道事業及び下水道事業を適正かつ効率的に経営するため、市長の諮問機関として、

久慈市上下水道事業経営審議会を設置しようとするものである。 



議案第６号 

   指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

次のとおり指定管理者の指定をするため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第  

244条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

公の施設の名称 指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

久慈市白樺平公共牧場 新岩手農業協同組合 令和４年４月１日から 

令和９年３月31日まで 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一 

提案理由 

久慈市白樺平公共牧場の管理を行わせるため、指定管理者の指定をしようとするも

のである。 



議案第７号 

指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

次のとおり指定管理者の指定をするため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

公の施設の名称 指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

久慈市交流促進セン

ター 

有限会社 栄光商会 令和４年４月１日から 

令和５年３月31日まで 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一  

提案理由 

久慈市交流促進センターの管理を行わせるため、指定管理者の指定をしようとする

ものである。 



議案第８号 

指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

次のとおり指定管理者の指定をするため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

公の施設の名称 指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

久慈市ふるさと物産

センター 

特定非営利活動法人やまがた

地域振興協議会 

令和４年４月１日から 

令和９年３月31日まで 

令和３年12月２日提出 

久慈市長 遠 藤 譲 一  

提案理由 

久慈市ふるさと物産センターの管理を行わせるため、指定管理者の指定をしようと

するものである。 


